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今週のキーワード 

マッチング 

拠出 

 日本版401Ｋは、78年米国の確定拠出型企業年金制度の日本型。米国内国歳入法401条Ｋ項の規

定から401Ｋという。企業型確定拠出年金の掛け金に従業員個人が資金を上乗せするのが「マッチ

ング拠出」。日本にはマッチング拠出はない。401Ｋは運用結果で将来受け取る給付額に違いが生

じる。金融商品や運用方法は自己責任において選び、加入するかどうかも本人が決め、税制上の

優遇措置がある。企業の拠出金は損金計上できる。導入したい企業の割合は約60％。 

F P 

日本版 401K マッチング拠出可能に
高齢期に備え個人で資金上乗せ 
 

 政府の追加経済対策の目玉といえば、賛否激

論で生まれて現在全国的に実行中の定額給付金

である。定額給付金の陰に隠れて目立たなかっ

たが、企業や専門家が注目しているのが日本版

401Ｋ（確定拠出年金）の法改正案。これが将来

の年金額を増やすための手段として、自分の資

金を上乗せして増やすことができる「マッチン

グ拠出」（個人拠出）が可能になるという。個

人拠出導入の解禁日は来年１月の予定。 

 日本版 401Ｋは 01 年に米国型をベースにして

注目を集めた。自営業者らの加入する個人型と

企業が従業員のために掛け金を拠出する企業型

とがある、「企業年金」の一種である。 

 改正案では企業が損金算入でき、非課税限度

額を引き上げる。企業型では他の企業年金と併

用などの有無で上限を引き上げる。個人型も現

行から 5,000 円上限を引き上げる。注目される

のは企業型で、これまで非認可だった従業員の

上乗せ拠出を認める。これによって自らの判断

で企業の掛け金に自分の資金を上乗せできるこ

とになった。ただし掛け金の増額には２つの制

約があるので要注意。 

 現在は公的年金の受給額が不十分の中、自助

努力で老後資金の準備をしなければならない時

代。しかし、従業員のための税制優遇措置はほ

とんど残されていないため、日本経団連、経済

団体等から確定拠出年金の利用範囲拡大が宿願

となっていた。 

500万円まで非課税の贈与税減税 
波及効果含め経済効果5,400億円 
 

 現在国会で審議中の追加経済対策関連法案に

は、住宅取得等のための贈与に500万円の非課税

枠を設ける贈与税減税が盛り込まれているが、国

土交通省はこのほど、その贈与税減税制度が実施

されると、直接的な住宅投資が2,800億円押し上

げられ、住宅建設は１万2,000戸分増えることに

より、波及効果も含めるとその経済効果は、年

5,400億円に上るとの推計結果を明らかにした。

 国交省は、過去に何回かの住宅関連税制が大き

く変わったときの制度活用の人数や金額をベー

スに、今回の減税により贈与人数が年１万5,000

人～２万人増え、住宅投資が1,800億円程度増加

すると試算。ほかに借金して購入資金や住居面積

を増やすケースなどを想定すると、直接的な住宅

投資が2,800億円押し上げられるとした。この

2,800億円を１戸あたり平均の建設資金で割る

と、住宅建設は１万2,000戸分増えると推計して

いる。 

 さらに、内閣府の産業関連表を用いて試算する

と、住宅建設の場合の経済効果は、建築資材関連

を始め住宅関連業への波及効果を含めると、１単

位あたり1.9倍と見込んでいることから、トータ

ルでは年5,400億円との経済効果を示している。

この試算には土地の購入費用は考慮されていな

いので、経済効果はさらに上昇することになろ

う。 

また、雇用創出効果は、関連業界を中心に年３万

2,000人程度に上るとみている。 

税務会計


